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長野県がん対策推進計画（※）におけるがん対策事業の概要

③ 尊厳をもって安心して暮らせる社会の構築

② 患者本位のがん医療の実現① がん予防・検診の推進

R5.3.16
保健・疾病対策課

県内12の地域がん診療連携拠点病院等の機能の強化
・ 整備検討委員会委員による「機能評価」の実施
・ 研修会の開催や相談支援センターの実施等への補助

がんの診療を行う医療施設として必要な医療施設整備・医療
機器導入に対して補助し、がん診療体制を整備

がん診療の医療提供体制の脆弱な二次医療圏における標準
的ながん治療を行う体制の整備を支援

○ がん診療連携拠点病院整備事業（123,726千円）

○ がん医療提供体制施設設備整備事業（34,266千円）

○ がん診療施設設備整備事業（10,535千円）

医療現場で検査業務に従事する臨床検査技師に対して、乳腺
エコー検査技術の向上を図ることにより、女性のがんの早期
発見と死亡率の低減に寄与

○ がん医療提供体制人材育成事業（500千円）

良質な医療提供体制の整備

○ がん登録推進事業（10,437千円）

科学的根拠に基づくがん予防の推進及び医療の質の向上を図る
ため、県内全てのがん罹患情報を登録

データの蓄積

検診の推進 医療費負担の軽減

全体
目標

① 科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実 ⇒ がん予防の普及啓発による罹患者の減少、県民が利用しやすい検診体制の構築

② 患者本位のがん医療の実現 ⇒ がん医療の質の向上、均てん化・集約化

③ がんになっても尊厳をもって安心して暮らせる社会の構築 ⇒ 医療・福祉・介護・産業保健・就労支援分野の連携による、地域共生社会の実現

市町村及び検診実施機関が実施するがん検診の
実施方法や精度管理のあり方等について、専門
的な見地から助言・情報提供を実施

「がんと向き合う週間」中に、がんに負けない社会
づくり、がん検診受診促進を県民運動として推進す
るための普及啓発活動を実施

○ がん検診普及啓発事業（430千円）

○ がん検診精度管理事業（116千円）

【長野県がん対策推進企業等連携協定】

【県民向けの説明動画の作成】

企業等団体や市町村と「長野県がん対策推進企
業等連携協定」を結び、がんに関する正しい知
識の普及啓発や、がん検診を推進

がんに関する正しい知識の普及啓発や、がん検
診の推進のための動画を作成

社会参加への支援

○ がん患者への就労支援推進事業（1,107千円）
がん診療連携拠点病院等（がん相談支援センター）に社会保険労務士を派遣し、がん患者に対する就労を支援できる
相談体制の整備

がん患者のアピアランスケア助成事業（5,840千円）新

【サニタリーボックスの設置推進】

がん治療に伴い医療用補整具を購入した者に、市町村が購入費用の一部を助成した場合に、県が市町村に補助

県・市町村の公共施設、民間事業所において、男性用トイレ個室へサニタリーボックスの設置を推進

※ 現行計画（H29～R5）

がんの先進医療に係る費用の融資を受けたがん患者及び
その家族に対し、利子補給を行うことにより経済的な負担を軽減

○ がん先進医療費利子補給事業（490千円）

○ 小児・AYA世代のがん患者等の

妊孕性温存療法研究促進事業（570千円）

小児・AYA世代のがん患者等が希望をもってがん治療等に取り組め
るように、妊孕性温存療法及びそれを活用した生殖補助医療に係る
経済的負担を軽減するほか、患者の臨床データ等の収集・活用によ
り研究を促進

※（予算額）はR5予算
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令和４年度のがん対策に係る主な取組

① がん予防・検診の推進

R5.3.16
保健・疾病対策課

○ がん検診普及啓発事業

■オンラインイベントの開催 ■県民向けの啓発動画（YouTube）の作成

「がんと向き合う週間」（10月15⽇〜21⽇）に合わせ
令和４年10月15⽇（土）にオンラインイベント実施

・「がんとの共生」と「HPVワクチンとがん検診」がテーマ
・ 松本⼤学菅⾕昭学⻑出演
・ youtube 総視聴数 1,200回以上

地域での普及活動に資するため、県⺠向けの啓発動画を作成
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令和４年度のがん対策に係る主な取組
R5.3.16

保健・疾病対策課

○ がん検診精度管理事業

■長野県がん検診検討委員会の開催

■協会けんぽとの協定締結（R4.10月）

① がん予防・検診の推進

・精密検査実施医療機関リストの作成に向けた検討
県民の精検受診率・市町村のチェックリスト達成率を改善するため、
精密検査を受診できる医療機関を選定・リスト作成

がん検診
６/１９

●―――

●―――

医療機関
リスト

結果通知
検診受診 精検受診

・市町村へのフィードバック
市町村の担当者会議において会議での検討事項をフィードバック
ワークショップにより、担当者同士で精度管理上の課題を共有➡県へ報告

・職域におけるがん検診受診率の把握
これまで市町村がん検診（主に国保）の受診率しか把握できていない。（国においても課題として対策検討中）
協会けんぽの受診者数データ提供により、新たに県民の4割について受診率を把握できるかどうか検討。

県⺠の77％（約89万人弱）の
データが把握できていない。

国保
（県⺠の23%）

協会けんぽ
（県⺠の42%）

その他保険者
（県⺠の35%）



令和４年度のがん対策に係る主な取組

② 患者本位のがん医療の実現

R5.3.16
保健・疾病対策課

■ がん診療連携拠点病院整備検討委員会による機能評価の実施

１ 実施⽇及び対象病院
令和４年12月16⽇ 諏訪赤十字病院

２ 実施のポイント
・ 令和２年度、3年度と新型コロナウィルス感染症の影響により未実施
・ 令和４年度は現地調査者を少なくしWebを活用したピアレビュー（各拠点病院関係者による相互評価）を実施
・ 病院の概況説明を事前動画配信方式とし、実施時間の短縮

現地は県整備検討委員会委員のみ
少数で調査

ピアレビューは専門分野毎の５班に分かれWeb実施
（各班10名程度 50名以上の関係者が参加）

○ がん診療連携拠点病院整備事業
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■ がん登録情報の利活用の推進

■ がん登録等の推進に関する法律に基づく「がん登録」の推進

令和４年度のがん対策に係る主な取組
R5.3.16

保健・疾病対策課

○ がん登録推進事業

② 患者本位のがん医療の実現

法第18条第１項各号に該当する者（県知事等） １件

法第１９条第１項各号に該当する者（市町村長等） １件

法第20条に該当する者（届出医療機関） １件

法第21条第８項及び第９項に該当する者（研究者等） １件

がん登録事業推進委員会の開催（R4.12）

がん登録事業の実施状況、長野県におけるがん登録事業の方向性について議論

＜届出件数の推移（全国がん登録（2016年）以降、医療機関種別）＞

法第１８条等に基づくがん登録情報の利用及び

提供に関して審査を行う「がん登録情報利用・提供

審査会」を開催(R4.7、R4.12)

右表のとおり、４件の申請について審査・提供



令和４年度のがん対策に係る主な取組

③ 尊厳をもって安心して暮らせる社会の構築

R5.3.16
保健・疾病対策課

■ がん患者のアピアランスケア助成事業の検討（令和5年度から制度開始）新

がん治療に伴い医療用補整具を購入した者に、市町村が購入費用の一部を助成した場合に、県が市町村に補助

１ 対象者： 県内在住のがん患者（過去または現在がん治療を受けている方）

のうち、がん治療やその副作用により外見の変容が生じた方

２ 助成対象： 外見の変容を補完する補整具等の購入費用

① 頭髪補整具 ： ウィッグ、装着用ネット、毛付き帽子

② 乳房補整具 ： 補整パッド、補整下着、専用入浴着、人工乳房

③ その他 ： エピテーゼ（体の部位を補完するもの）

３ 助成回数： ①、③は１人１回、②については右房・左房それぞれ1人1回

４ 助成額 ： 購入費用の額の1/2（千円未満端数切捨）

５ 助成上限額： １回の助成で２万円（県からの補助は１件あたり最大１万円）

６ 申請期限： 購入した日の属する年度～翌年度末まで（予定）

＜事業スキーム＞

申請者 市町村 県
助成

申請 補助金申請

補助金交付

〇 準備の整った市町村から随時助成事業開始
（R5年度38市町村開始予定）

合計４万円

県：１万円

助成費用

２万円２万円

本人負担

市町村：１万円

２万円

本人負担 助成費用

＜パターン＞ ４万円の補整具を購入
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令和４年度のがん対策に係る主な取組

③ 尊厳をもって安心して暮らせる社会の構築

R5.3.16
保健・疾病対策課

■ 男性用トイレ個室へのサニタリーボックスの設置推進

【設置背景】

前立腺がんや膀胱がんの治療等の影響により、日常的に尿漏れパッド等を使用する方が、安心して外出していただけるよう、

全国の自治体や民間事業所において、男性用トイレの個室へサニタリーボックスを設置する動きが進んでいる。

【長野県の取組】

令和４年９月１６日に、県庁舎各階の男性用トイレ個室１か所に設置。各部局や市町村、民間事業所にも協力を呼び掛けている。

＜協力依頼先＞

➣ 各部局（県庁舎以外の県有施設） ※合わせて関係機関への呼びかけを依頼

➣ 市町村（市町村庁舎・市町村保有施設）

➣ 一般社団法人長野県経営者協会会員

➣ 長野県がん対策推進企業等連携協定締結企業 等

【設置状況調査】

県有施設及び市町村保有施設における設置状況

について、継続的な調査を実施予定。

※現在、令和５年２月１日時点の設置状況を調査中


